
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
ステータを隔てて半径方向の内外に位置してコイルを共用するインナーロータおよびアウ
ターロータを具え、それぞれのロータが、周方向に間隔をおいて位置する複数個の磁石を
有する回転電機において、
アウターロータのコア内に、そのロータの軸線方向への延在姿勢で磁石を配設するととも
に、アウターロータ軸線と直交する断面内で、磁石の両側部に区画されるエアギャップの
、半径方向の最大間隙を、磁石の同方向の最大厚みより小さくしてなる回転電機のアウタ
ーロータ構造。
【請求項２】
請求項１に記載のアウターロータ構造において、磁石の両側部に区画されるエアギャップ
より半径方向内側に位置する、磁石の両側部部分に、半径方向内側に向けて狭幅となるテ
ーパ面を設けてなる回転電機のアウターロータ構造。
【請求項３】
ステータを隔てて半径方向の内外に位置してコイルを共用するインナーロータおよびアウ
ターロータを具え、それぞれのロータが、周方向に間隔をおいて位置する複数個の磁石を
有する回転電機において、
アウターロータのコア内に、そのロータの軸線方向への延在姿勢で磁石を配設するととも
に、アウターロータ軸線と直交する断面内で、磁石の両側部に区画されるそれぞれのエア
ギャップの半径方向の外縁を、磁石から遠ざかるにつれて、アウターロータの外周から次
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第に離隔する方向に曲がる曲線形状としてなる回転電機のアウターロータ構造。
【請求項４】
ステータを隔てて半径方向の内外に位置してコイルを共用するインナーロータおよびアウ
ターロータを具え、それぞれのロータが、周方向に間隔をおいて位置する複数個の磁石を
有する回転電機において、
アウターロータのコア内に、そのロータの軸線方向への延在姿勢で磁石を配設するととも
に、アウターロータ軸線と直交する断面内で、磁石の両側部に区画されるそれぞれのエア
ギャップの、磁石と隣接する位置での半径方向の最大間隙を、磁石の、側壁位置での最小
厚みと等しくしてなる回転電機のアウターロータ構造。
【請求項５】
請求項１～４のそれぞれに記載のアウターロータ構造の二種以上を組合わせてなる回転電
機のアウターロータ構造。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
この発明は、インナーロータおよびアウターロータの両ロータを具え、電動機および発電
機として機能する回転電機のアウターロータ構造に関し、とくに、インナーロータの磁路
内の磁場抵抗を低下させてインナーロータの出力を高める技術を提案するものである。
【０００２】
【従来の技術】
ステータを隔てて配置されて、ステータのコイルを共用するインナーロータおよびアウタ
ーロータのそれぞれに、周方向に間隔をおいて複数の磁石を配設するとともに、アウター
ロータの磁石数をインナーロータのそれより多くしてなる従来のこの種の回転電機として
は、たとえば、特開２００１－７８４０８号公報、特開２００１－１１２２２１号公報お
よび特開２００１－２３１２２７号公報等に開示されたものがある。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
しかるに、これらのいずれの従来技術にあっても、ロータなかでもアウターロータに配設
される磁石の形状、配置位置および、磁石の側部に設けられてその磁石の洩れ磁束の低減
をもたらすエアギャップの形状、配設状態等についての十分な考慮がなされていなかった
ので、それらの従来技術は、二重ロータ回転電機としての最適な磁路を提供するものでは
なかった。
【０００４】
この発明は、従来技術のこのような実情を鑑みてなされたものであり、それの目的とする
ところは、とくに、アウターロータの磁石および、その側部に隣接するエアギャップの形
状、配置状態等を検討することにより、アウターロータの出力性能を十分高く維持しつつ
、インナーロータの出力を高めることができる回転電機のアウターロータ構造を提供する
にある。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
これがため、本願の請求項１に係る発明は、ステータを隔てて半径方向の内外に位置して
、ステータのコイルを共用するともに同軸のインナーロータおよびアウターロータを具え
、それぞれのロータが、周方向に間隔をおいて位置する複数個の磁石を有し、磁石の総数
を、アウターロータでインナーロータより多くしてなる回転電機において、アウターロー
タのコア内に、そのロータの軸線方向への延在姿勢で各磁石、多くは永久磁石を配設する
とともに、アウターロータ軸線と直交する断面内で、磁石の両側部に区画されるエアギャ
ップの、半径方向の最大隙間を、磁石の同方向の最大厚みより小さくしてなる。
【０００６】
ここでより好ましくは、請求項２に記載したように、磁石の両側部に区画されるエアギャ
ップより半径方向内側に位置する、磁石の両側部部分に、半径方向内側に向けて漸次狭幅
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となるテーパ面を設ける。
【０００７】
本願の請求項３に係る発明は、とくに、アウターロータのコア内に、そのロータの軸線方
向への延在姿勢で磁石を配設するとともに、アウターロータ軸線と直交する断面内で、磁
石の両側部に区画されるそれぞれのエアギャップの半径方向の外縁を、磁石から遠ざかる
につれて、アウターロータの外周、より直接的にはアウターロータコアの外周から次第に
離隔する方向に曲がる曲線形状、多くは円弧形状としたものである。
【０００８】
また、本願の請求項４に係る発明は、とくに、アウターロータのコア内に、そのロータの
軸線方向への延在姿勢で磁石を配設するとともに、アウターロータ軸線と直交する断面内
で、磁石の両側部に区画されるそれぞれのエアギャップの、磁石、ひいては、その側壁と
隣接する位置での半径方向の最大間隙を、磁石の、側壁位置での最小厚みと等しくしたも
のである。
そしてさらに好ましくは、請求項５に記載したように、請求項１～４のそれぞれに記載し
たアウターロータ構造の二種以上を組合わせた構造とする。
【０００９】
【発明の効果】
内外二重ロータ構造の回転電機では、アウターロータは、インナーロータが発生する磁束
の磁路を形成する役割を担っているので、アウターロータ内の磁場抵抗を低減させること
により、インナーロータの磁束が増加してインナーロータの出力が増加する。
【００１０】
ここで、アウターロータ内の磁場抵抗の増加に大きく影響を及ぼす要因は、アウターロー
タの磁石および、磁石の側部に区画されるエアギャップの存在にある。従って、それらを
ともに削減すれば、アウターロータ内の磁場抵抗は低減されることになるも、アウターロ
ータの磁石の削減は、アウターロータそれ自身の出力低下をもたらすことになり、また、
その磁石の厚みの低減は、磁石内の磁束密度の低下につながり、減磁耐力の低下をもたら
すことになる。
【００１１】
そこで、請求項１に係る発明は、アウターロータの磁石の、体積および厚みを十分に確保
しつつ、磁石の側部に位置するエアギャップの、半径方向の最大間隙を相対的に低減させ
ることにより、アウターロータの性能はそのままに、インナーロータの磁路を形成するア
ウターロータ内の磁場抵抗を有利に低減させて、インナーロータの出力増加を実現する。
【００１２】
ここで、請求項２に係るように、磁石の両側部に区画されるエアギャップより半径方向内
方側に位置する、磁石の両側部部分に、たとえば面取り加工によって、半径方向内側に向
けて漸次狭幅となるテーパ面を設けた場合には、磁石に面取り加工を施さない場合に比し
、インナーロータの磁路内の磁石体積を減少させて、インナーロータ磁束に対する磁場抵
抗を低下させることができ、この結果として、インナーロータの出力がより高まることに
なる。
【００１３】
またこの場合には、磁石のテーパ面の作用下で、アウターロータの回転に伴う、磁束密度
の急激な変化を抑制することで、トルクリップルを有効に低減させることができ、さらに
は、磁石の、アウターロータコアの磁石配置孔への嵌め込みによって、それのテーパ面を
磁石配置孔の壁面に面接触させることにより、特別の磁石支持部材や接着剤の必要なしに
、また、磁石コストおよび重量の増加なしに、磁石をアウターロータコアに固定すること
ができ、併せて、アウターロータの高速回転に伴う、コアの磁石配置孔隅部への応力の発
生を緩和することもできる。
【００１４】
ところで、アウターロータ軸線と直交する断面内で、それぞれのエアギャップの、半径方
向の外縁を、請求項３に記載したように、磁石から遠ざかるにつれて、アウターロータの
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外周から次第に離隔する方向に曲がる曲線形状としたときは、エアギャップ間隙を、ロー
タの周方向にほぼ一定とする場合に比し、インナーロータの磁路内のギャップ隙間を減少
させることができ、これにより、インナーロータ磁束の磁場抵抗を小さくして、インナー
ロータの出力を高めることができる。そして、このことによれば、アウターロータの回転
に伴ってエアギャップ外縁に発生する応力を緩和して、アウターロータの一層の高速回転
を可能とするもこともできる。
【００１５】
このようなアウターロータ磁石およびエアギャップの相対関係につき、請求項４に記載し
たように、それぞれのエアギャップの、磁石の側壁と隣接する位置での半径方向の最大間
隙を、磁石の、最も薄肉となるその側壁位置の最小厚みと等しくした場合には、磁石の側
壁部の薄肉化に基づいて、いいかえれば、ロータコアの、たとえば鋼板部分体積増加に基
づいて、インナーロータ磁路での磁場抵抗を低下させることができ、これによってインナ
ーロータの出力を高めることができる。
【００１６】
なおこの場合は、磁石の洩れ磁束は、磁石の厚みが最も薄く、磁石のＮ極とＳ極との距離
がとくに近くなるその側壁部で最も増加することになるも、ここでは、磁石が最小厚みと
なるそれの側壁位置での厚みを、エアギャップの最大間隙と等しくすることにより、洩れ
磁束を最小のエアギャップをもって有効に抑制することができ、結果として、アウターロ
ータの出力を高めることができる。
そして、これらのことは、先に述べたアウターロータ構造の二種以上を組合わせた場合に
、とくに顕著なものとなる。
【００１７】
【発明の実施の形態】
以下にこの発明の実施の形態を図面に示すところに基づいて説明する。
図１は、この発明に係る構造を具える回転電機を示す、軸線方向の略線断面図であり、図
２は、図１の中心軸線と直交する断面内での半部断面図である。
【００１８】
図１に示す複合電流多層モータは、一個の円筒状のステータ１と、このステータ１を隔て
て、それの半径方向の内外に同軸に配置されて、スタータ１のコイルを共用するインナー
ロータ２およびアウターロータ３との三重構造になり、それらのそれぞれをハウジング４
内に収納してなる。
【００１９】
ハウジング４内へのこの収納に当たっては、アウターロータ３の外周側に取付けたトルク
伝達シェル５の両端を、それぞれのベアリング６，７を介してハウジング４に回転自在に
支持し、また、そのトルク伝達シェル５を、ベアリング７の側で中空のアウターロータシ
ャフト８に連続させる。
【００２０】
そして、インナーロータ２は、その中心に貫通させて固定したインナーロータシャフト９
の一端を、ベアリング１０を介してハウジング４に、また、その他端を、ベアリング１１
を介して中空のアウターロータシャフト８にそれぞれ支持することで、それらに対して回
転自在に配設する。
【００２１】
ところで、ステータ１は、それの、アウターロータシャフト８の存在側の端部ではハウジ
ング４に支持させることができないので、たとえば図示のように、スタータ１をその軸線
方向に貫通するボルト１２，１３により、アウターロータシャフト８とは反対側のハウジ
ング端壁に締付け固定して、ハウジング４に片持ち支持させる。
【００２２】
ここで、ステータ１は、たとえば、電磁鋼板をプレス加工してなる、図２に示すようなほ
ぼＴ字状のステータ鋼板２１をスタータの軸線方向に積層してステータピース２２とし、
各ステータピース２２にコイル２３を巻線するとともに、巻線を終えたそれぞれのステー
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タピース２２を、円周方向に等間隔に配置することによりスタータコアとし、このステー
タコアの全体を、樹脂材料でモールディンクして一体化することにより構成する。
なお、前述したステータ固定用のボルト１２，１３は、相互に隣接するステータピース２
２間で樹脂部に貫通して延在する。
【００２３】
また、インナーロータ２は、これもたとえば電磁鋼板をプレス加工してなり、図２に示す
ように同一円周上に複数の開口を有する円板状板材２４を、各開口が相互に重なり合うよ
うにロータの軸線方向に積層してなるロータコア２５に対し、それぞれの開口により形成
されて軸線方向に延びる磁石配置孔２６内へ永久磁石２７を挿入固定することにより構成
する。
【００２４】
そしてまた、アウターロータ３は、電磁鋼板等をプレス加工して、同一円周上に複数の開
口を穿設した図２に示すような円環状板材２８を、開口が重なり合う姿勢でロータの軸線
方向に積層してなるロータコア２９に対し、それぞれの開口により区画されて軸線方向に
延びる磁石配置孔３０内へ永久磁石３１を挿入固定するとともに、その磁石配置孔３０、
ひいては、永久磁石３１のそれぞれの側部に、これも、前記開口の重なり合いによって区
画されるエアギャップ３２を設けてなる。
【００２５】
このような基本構造を具える回転電機において、この実施形態では、図３に要部を拡大し
て示すように、アウターロータ３に設けたエアギャップ３２の、半径方向の最大間隙δを
、永久磁石３１の半径方向の最大厚みＴより小さくし、より好ましくは、永久磁石３１の
、エアギャップ３２より半径方向内側に位置する両側部部分に、面取り加工その他によっ
て、図示の断面内で半径方向内側に向けて漸次狭幅となるテーパ面３３を設ける。
【００２６】
前者によれば、永久磁石３１の厚みを低減させることなく、エアギャップ３２の最大間隙
を減じることで、アウターロータ３の性能はそのままに、図１に閉曲線Ａで示す、インナ
ーロータ２の磁路内でのアウターロータ３の磁場抵抗を有効に低下させることができる。
【００２７】
そして後者によれば、インナーロータ２の磁路内の磁石体積の減少に基づいて、これもま
たアウターロータ３の磁場抵抗を有利に低下させることができる。またここでは、永久磁
石３１の両側部部分に設けたテーパ面３３を、ロータコア２９に形成した磁石配置孔３０
内へ面接触下で嵌め合わせてその磁石３１を固定することにより、アウターロータ３が高
速回転しても、応力の集中なしに磁石３１を拘束することができる。
いいかえれば、磁石配置孔等に、磁石の固定のための突起等を別途設けた場合には、アウ
ターロータの高速回転に伴う遠心力によって、突起等に大きな応力が発生するうれいがあ
る。
【００２８】
しかも、テーパ面３３を設けない場合には、磁石のある場所とない場所との磁場抵抗が大
きく異なり、多くは、ステータに鎖交する磁束が急変することに起因してトルクリップル
が発生することになるところ、テーパ面３３を設けた場合には、ステータからみた、磁石
による磁場抵抗の変化が緩やかになり、しかも、ステータアウターロータ側ヨーク端部２
２ａにおける磁束の集中が緩和されるので、トルクリップルが減少するという効果がある
。
【００２９】
ところで、ここにおけるテーパ面３３は、磁石配置孔の壁面と正確に整合する、半径方向
内側もしくは外側に凸となる曲面とすることも可能であるが、加工性、製造コスト等を考
慮したときはテーパ面とすることが有利である。
【００３０】
また、他の実施形態では、それぞれのエアギャップ３２の半径方向の外縁を、磁石３１か
ら遠ざかるにつれて、ロータコア２９の外周から次第に離隔する方向に曲がってギャップ
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間隙を次第に狭める曲線形状、図では円弧状部分３４により形成する。なお、エアギャッ
プ３２の内縁は、図示のように直線状に形成することができる。
【００３１】
ここで、エアギャップ上縁の円弧状部分３４は、先に述べたように、エアギャップ体積を
減少させるべく機能するので、インナーロータ２の磁路内の磁場抵抗の低下に有効に寄与
することになる。この一方で、永久磁石３１の洩れ磁束が最も多くなる磁石３１の側部で
は、円弧状部分３４を設けてなお、十分なエアギャップ間隙を確保することができるので
、アウターロータ３の性能は高く維持することができる。
【００３２】
加えて、上記円弧状部分３４は、アウターロータ３の高速回転に際し、エアギャップの外
縁への応力集中を防止するとともに、応力分散に基づく平均応力の低下をもたらすので、
アウターロータ３の一層の高速回転を可能にすることができる。すなわち、ロータを高速
回転させる場合には、磁石に隣接するエアギャップの形状によってアウターロータの内部
応力が変化し、とくに、エアギャップの外縁周辺の応力は、エアギャップ内縁のそれより
高くなるので、その外縁に角部が存在するときは、そこへの応力集中によってロータが破
壊されるおそれがあるところ、エアギャプ外縁を円弧状部分３４によって形成したときは
、このようなおそれを十分に取り除くことができる。
【００３３】
図４はさらに、他の実施形態を示す図３と同様の図であり、これは、それぞれのエアギャ
ップ３２の、磁石３１の側壁と隣接する位置での半径方向の最大間隙δを、磁石それ自身
の、側壁位置での最小厚みｔと等しくしたものである。
これによれば、磁石３１の側壁部での磁石厚みの低減により、たとえば図３に示す場合に
比して、インナーロータ磁路内の磁場抵抗を一層低下させることができ、また、磁石３１
の洩れ磁束を、最小のエアギャップ間隙を持って十分に抑制し得る利点がある。
【００３４】
以上この発明の実施の形態を図面に示すところに基いて説明したが、上述した各構成のそ
れぞれを組み合わせて、永久磁石３１とエアギャップ３２とを図４に示すような相対構成
としたときは、インナーロータ２の出力をより一層高めることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　この発明の実施の形態になるアウターロータ構造を具える回転電機の軸線方向
略線断面図である。
【図２】　図１の中心軸線と直交する断面内での半部断面図である。
【図３】　図２の要部拡大図である。
【図４】　他の実施形態を示す図３と同様の図である。
【符号の説明】
１　ステータ
２　インナーロータ
３　アウターロータ
２９　ロータコア
３０　磁石配置孔
３１　永久磁石
３２　エアギャップ
３３　テーパ面
３４　円弧状部分
Ｔ　最大厚み
ｔ　最小厚み
δ　最大間隙
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】
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